
㈱幼保経営サービス　コンサルティング部では、法人・園の経営・運営の悩み事に対応しています。
                      チャイルドグループの各事業部のノウハウをお届けします。

公定価格における定員区分の細分化への対応
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～ チャイルドの経営コンサルタント監修による ～

令和 7 年度から実施された公定価格における定員区分の細分化について、ポイントを
教えてください。Q

　令和 7 年度から定員区分 60 人以下の保育園・認定こども園・( 新制度 ) 幼稚園について、より細かな定員

区分に見直しされたという話を聞きました。今のうちに対応策を準備しておきたいので、その背景と概要を

教えてください。

定員区分60人以下の保育園・認定こども園・(新制度 )幼稚園について、定員区分が
10 人刻みから 5 人刻みに見直しされました。

　この見直しにより、園児減少が続く小規模定員の施設において、下の定員区分に移る (= 単価アップ )

ハードルが低くなりました。より機動的に高い単価の適用を受けることが可能になったとご理解ください。

A

● 認定こども園（1号認定）

分割
区分
(見直し前）

～ 15 人

16 ～ 25 人

26 ～ 35 人

36 ～ 45 人

46 ～ 60 人

区分
(見直し後）

～ 10 人

11 ～ 15 人

21 ～ 25 人

26 ～ 30 人

16 ～ 20 人

31 ～ 35 人

36 ～ 40 人

41 ～ 45 人

46 ～ 50 人

51 ～ 55 人

56 ～ 60 人

● 認定こども園（2・3号認定）

分割
区分
(見直し後）

～ 10 人

11 ～ 15 人

21 ～ 25 人

26 ～ 30 人

16 ～ 20 人

31 ～ 35 人

36 ～ 40 人

41 ～ 45 人

46 ～ 50 人

51 ～ 55 人

56 ～ 60 人

区分
(見直し前）

～ 10 人

11 ～ 20 人

21 ～ 30 人

31 ～ 40 人

41 ～ 50 人

51 ～ 60 人

● 幼稚園

分割
区分
(見直し後）

～ 15 人

16 ～ 20 人

26 ～ 30 人

31 ～ 35 人

21 ～ 25 人

36 ～ 40 人

41 ～ 45 人

46 ～ 50 人

51 ～ 55 人

56 ～ 60 人

区分
(見直し前）

～ 15 人

16 ～ 25 人

26 ～ 35 人

36 ～ 45 人

46 ～ 60 人

● 保育所

分割
区分
(見直し後）

～ 20 人

21 ～ 25 人

31 ～ 35 人

36 ～ 40 人

26 ～ 30 人

41 ～ 45 人

46 ～ 50 人

51 ～ 55 人

56 ～ 60 人

区分
(見直し前）

～ 20 人

21 ～ 30 人

31 ～ 40 人

41 ～ 50 人

51 ～ 60 人

定員区分の細分化

後半につづく▶

　今回の見直しは、園児数の増減による影響を受けやすい小規模な定員規模の施設について、定員区分と

園児数との乖離を縮小させることがこども家庭庁の狙いのようです。
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事業部紹介

チャイルド社グループの幼保経営サービスだからこそできる経営コンサルで園を強力にサポートしています。

①経営 ・ 運営コンサル ②マーケティング ・ブランディングコンサル ③新園 ・ 新施設設立コンサル ④認定こども

園移行コンサルなどに関して、 分析 ・ 助言 ・ 提案 ・ サポートを行っています。

株式会社 幼保経営サービス　コンサルティング部

定員

区分

認定

区分 年齢区分

保育必要量区分⑤

保育標準時間認定 保育短時間認定

基本分単価 基本分単価

41人

　から

45人

　まで

2号
4歳以上児 86,380

168,010

（95,480）

（168,010）

259,030

（259,030）

72,960

82,060

154,590

（82,060）

（154,590）

245,610

（245,610）

78,890

160,520

（87,990）

（160,520）

251,540

（251,540）

66,820

75,920

148,450

（75,920）

（148,450）

239,470

（239,470）

3 歳 児

乳     児

1・2 歳 児
3号

46人

　から

50人

　まで

2号
4歳以上児

3 歳 児

乳     児

1・2 歳 児
3号

20/100 地域の保育園

定員

区分

認定

区分 年齢区分 基本分単価

1号

1号

4歳以上児

3 歳 児

4歳以上児

3 歳 児

10人

　まで

11人

　から

15人

　まで

143,550 （152,990）

97,900 （107,340）

20/100 地域の認定こども園 (1 号認定 )

後　半

　具体的に保育園の例でお示しすると、利用定員を 50 人から 45 人に減らした場合、見直し前だと

定員区分が変わらないため単価も変わりませんでした。今回の見直しでは「41 人から 45 人の定員区分」に

該当するため、(3 歳児の ) 基本分単価は 87,990 円から 95,480 円 (+7,490 円 ) に上がることになります

(20/100 地域の場合 )。

　利用定員の引き下げを安易に認めてくれる市町村は少ないかもしれませんが、園の経営安定のために

チャレンジされることをおすすめします。

　また、認定こども園移行を検討されている園さまに

つきましては、最も少ない (1号認定児の)定員区分が、

「15 人まで」から「10 人までに」見直しされたことに

注目ください。「11 人から15 人まで」の定員の区分の

場合、(3 歳児の ) 基本分単価は 107,340 円ですが、

「10 人までの定員区分」では 152,990 円 (+45,650 円 )

にはね上がります (20/100 地域の場合 )。

95,480

87,990

152,990

107,340


